
【Ｂ】公的年金等内訳（自１月１日～至12月31日）※支払者別に月ごとの収入額（見込額）を記入し、合計を算出してください。

令和　　年　　月　　日提出

※１月１日から12月31日までの全ての収入を記入してくださ
　い。（新たに受け取ることになる年金収入や配当等も対象
　です。）
①給与収入がある場合　→　【Ａ】の表に記入
②年金収入がある場合　→　【Ｂ】の表に記入
③その他の収入がある場合　→　【Ｃ】の表に記入
④【Ａ】～【Ｃ】の表を記入後、「２　所得金額の算出」に
　各所得の合計収入を記入してください。
※今回の判定に用いた所得内容に変更があった場合は、減免
　の取消しや、減免額の変更を行うことがあります。
※国民健康保険税の減免については、世帯内おける国民健康
　保険加入者全員の所得で判定するため、町・県民税の判定
　と一致しない場合があります。

１　収入金額の内訳

【Ａ】給与内訳（自１月１日～至12月31日）※支払者別に月ごとの収入額（見込額）を記入し、合計を算出してください。 【Ｃ】その他の内訳（自１月１日～至12月31日）※所得の種類を選択して、所得金額を算出してください。

※総合配当のうち、申告不要制度を選択する場合は計上しないようにしてください。

２　所得金額の算出（自１月１日～至12月31日） ３　町使用欄
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